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当期純利益 1株当たり当期純利益

業績ハイライト

株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、ここに第34期（2021年2月期）の連結業績についてご報告を申し上げます。

第34期（2021年2月期）の連結業績について
　当社グループでは、営業活動において、テレワークの継続実施やオンライン商談を活用し、主に中国や

東南アジアから日本への輸入海上輸送の貨物集荷に注力してまいりました。また、これらに加え、通関や

配送、検品・検針・加工業務といった輸出入の付帯業務の受注獲得に向けて、精力的に営業活動を展開

してまいりました。

　当連結会計年度では、感染症の拡大により外出機会が大きく減少し、個人消費も厳しさを増す中で、

特にアパレル関連の取扱いは年度を通じて既存顧客を中心に低調な推移となりました。その反面、在宅

時間が大幅に増加したことで、日常生活に欠かせない日用品や生活雑貨、生活家電品等の取扱いは堅

調さを維持し、アパレル関連の取扱減少を補う形で推移しました。

　さらに、第３四半期連結会計期間以降、中国からアメリカ向けの貨物輸送需要の急回復に加えて、アメリカの荷役労働者間での新型コロナウイル

ス感染症のまん延により、アメリカの港湾における荷役が中断し大量のコンテナが滞留したことで、当社グループの取り扱う一部の航路でも運賃が

高騰し、収益を押し上げる要因の一つとなりました。また、販売費及び一般管理費では、人件費の抑制及びその他コストの見直しやテレワークの導

入等により事業活動に掛かる費用の圧縮に努め、利益の創出を図ってまいりました。

　これらの結果、当連結会計年度における営業収益は45,797百万円（前年同期比1.8％増）と前年同期を上回りました。また、利益の面では販売費

及び一般管理費の削減効果等が寄与し、営業利益は2,304百万円（前年同期比46.3％増）、経常利益は2,545百万円（前年同期比30.7％増）、親会

社株主に帰属する当期純利益は1,732百万円（前年同期比30.7％増）といずれも前年同期を大幅に上回り、増収増益となりました。

代表取締役社長

第35期通期業績予想（連結）
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48,700百万円 前年同期比

6.3％増
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7.2％増
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2,670百万円 前年同期比

4.9％増
親会社株主に帰属する当期純利益

1,780百万円 前年同期比

2.8％増
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新型コロナウイルス感染症対策への
取り組みについて

発行可能株式総数 53,856,000株

発行済株式総数 23,913,600株（自己株式419,912株を含む。）

株主数 7,144名

（2021年2月28日現在）

（2021年2月28日現在）■ 所有者別株式分布状況

■ 株価動向

■ 株式に関する情報

■ 金融機関
■ 金融商品取引業者
■ その他の法人
■ 外国法人等
■ 個人・その他
■ 自己名義株式
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株式会社エーアイテイー 大阪本社：〒541-0053 大阪市中央区本町2丁目1番6号 堺筋本町センタービル15階
　　　　  Tel. 06-6260-3450（代表）

　当社では、新型コロナウイルス感染症対策とし
て、基本的な感染予防対策に加えて、テレワーク制
度や時差出勤制度の導入など、様々な取り組み
を行っております。
　また、昼休憩を11：00から14：00の間で自由に

休憩できる制度を導入し、昼休憩時も密になりにく
いようにしております。
　今後も社員一人一人が新型コロナウイルス感染
症予防を徹底しながら、エッセンシャルワーカーと
しての誇りと存在価値を一層高めてまいります。

社 名 株式会社エーアイテイー

英 文 社 名 AIT CORPORATION

本 社 〒541-0053
大阪市中央区本町2丁目1番6号
堺筋本町センタービル15階
TEL.06-6260-3450（代表）

設 立 1988年2月

資 本 金 271,140,311円

従 業 員 数 1,290名（連結）、318名（単体）

事 業 内 容 貨物利用運送事業(外航海運・国際航空貨物・貨物自動
車・鉄道・内航)、航空運送代理店業、通関業、倉庫業、海
運仲立業、損害保険代理店業、コンテナその他輸送器具
の販売並びに輸出入、上記に付帯関連する一切の事業

■ 取締役及び監査役 （2021年5月25日現在）

（2021年2月28日現在）■ 会社概要

代表取締役社長 矢 倉  英 一
常 務 取 締 役 馬 上  真 一
取 締 役 大 槻  信 夫
取 締 役 川 峯     寛
取 締 役 久 林     融 
取 締 役 神 宮 司  孝

社 外 取 締 役 松 田  佳 紀
社 外 取 締 役 成 田 彦 一 郎
常 勤 監 査 役 倉 本  基 洋
社 外 監 査 役 西 島  佳 男
社 外 監 査 役 三 村  淳 司

MAIL

TEL FAX

従来の業務イメージ DX導入後の業務イメージ

クラウドサービス
アプリ

業務の簡素化

ペーパーレス化

チャットによる
コミュニケーション

データベース活用

クラウド上のアプリにID・パ
スワードを入力すれば、どの
パソコンからでも利用可能。

デジタルトランスフォーメンション（DX）の推進
　当社ではデジタル化がコストと無駄を削減し、組
織活動のスピードを上げるという考えの基、デジタ
ルトランスフォーメーション（DX）を進めています。
具体的な施策
⃝お客様向けに、輸入業務に関する通関依頼から

請求書発行までをクラウド上で完結するサービ
スを開発し、積極的に顧客に活用提案を行って
います。お客様は本サービスを活用することで、
電子メールや FAX 等で行っていた従来のやりと
りと比べ、業務の簡素化やペーパーレス化を進

めることができ、デジタル化やテレワークを推進
することができる等のメリットがあります。
⃝社内の効率化として、従来の紙やエクセル、メー

ルで届くアナログで煩雑な申請業務を、クラウド
上でワークフロー化いたしました。これにより申
請フローが見える化でき、さらに場所を選ばない
クラウド環境のメリットを活かして、営業マンが
移動中でも隙間時間で申請処理ができる等の効
果が出ています。
⃝従来の顧客管理システムを刷新し、顧客データ

や訪問履歴の他、商談内容を一元管理すること
で、属人化や二重管理を防ぐとともに効率化を
実現しています。

　
　当社では以前より、基幹システムの刷新やRPA

（定型業務の機械化）導入により、効率化を進めて
まいりましたが、今後は一層DXを推進しコロナ時
代に即した業務体制を構築するとともに、AIの活
用も進めていくことで生産性を高め収益力の向上
を図ってまいります。
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